
日時

会場

2024年12月1日(日)14時～16時30分

昨今の少子化や博士後期課程進学率低下の中で、従来の大学院を中心とした若手研究者の育成
には限界がある。本シンポジウムでは、経営学領域における若手研究者育成の課題等に造詣が深い佐
藤郁哉先生をお迎えし、本問題の諸相について概説いただく。続くパネルディスカッションでは、協議会加
盟団体における若手育成への取り組み等について紹介し、本課題における学会および本協議会の役割
や必要な対応について議論する。

経営学領域の若手研究者の育成における現状と課題

申込方法：経営関連学会協議会 ウェブサイト（http://www.jfmra.org/）に掲
載される「参加申込みフォーマット」から手続き願います。（申込締め切り 11月25日）

J a p a n  F e d e r a t i o n  o f  M a n a g e m e n t  R e l a t e d  A c a d e m i e s

経営関連学会協議会 主催 第21回公開シンポジウム

無料テーマ

テーマ

経営学領域の若手研究者の育成
における現状と課題

●プログラム

・14:00～14:50  基調講演 講演者 佐藤 郁哉(同志社大学)

「経営学の危機」と大学の危機：若手研究者育成の「量と質」をめぐる問題の諸相

・14:50～15:00  休憩
・15:00～16:30 パネルディスカッション

ファシリテーター：西尾 チヅル（筑波大学）
①協議会加盟団体における若手育成策に関するアンケート結果の報告
②経営関連の４領域における若手育成の課題と必要な対応

パネリスト

 経 営 領 域 ： 上林 憲雄（神戸大学）
商 学 領 域 ： 西川 英彦（法政大学）
会 計 領 域 ： 佐藤 信彦（熊本学園大学）
経営情報領域：田名部 元成（横浜国立大学）

明治大学駿河台キャンパス リバティタワー６階1063教室
・オンライン併用によるハイブリッド開催

◆経営関連学会協議会 構成学会（2024年11月現在、経営・会計・商学・情報分野の56学会が加盟しています。）

〒112-0001東京都文京区白山4－37－30 株式会社UNIPH内 Email：info@jfmra.org
本協議会は、電子版英文ジャーナル JJM（Journal of Japanese Management)（ISSN:2189-9592）を発刊しています。
各加盟構成学会の正会員およびそれに準ずる会員は、投稿できます。投稿要領などは本協議会ウェブサイトをご覧ください。
＊ 各学会事務局におかれましては、本案内を学会会員の皆様に告知・広報して頂けますと幸いです
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経営関連の研究科の場合に限らず「博士離れ」が深刻な問題として指摘されるようになってから既に10年余りが経過
している。この10年のあいだにも博士後期課程への進学率はほぼ一貫して低下傾向を示している。本講演では、その
ような傾向の背景になっているとも思われる経営学という学問と高等教育機関それ自体が直面している「危機」の諸
相およびその日本独自の特徴について、問題提起をおこなっていくことにしたい。
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